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【介護療養型医療施設】 
 
（問９７）リハビリテーションマネジメント加算が包括化されたことから、

リハビリテーション実施計画書は作成しなくてもよいのか。 
（答）  

理学療法、作業療法、言語聴覚療法、摂食機能療法の実施に当たっては、

リハビリテーションの提供に関する実施計画を立てる必要がある。 
なお、今回の介護報酬改定に伴い、特定診療費の解釈通知を改正し、リハ

ビリテーション実施に当たっての留意点を追加したところであるので、参照

されたい。 
 

（問９８）集団コミュニケーション療法について、算定要件に「常勤かつ専

従の言語聴覚士」の配置とあるが、この際の言語聴覚士は、他病棟も

兼務した言語聴覚士では算定できないのか。 
（答） 

専ら集団コミュニケーション療法を提供する時間帯に勤務する言語聴覚士

を配置すれば足りる。 
 
 
【介護老人保健施設・介護療養型医療施設】 
 
（問９９）夜勤帯を交代制で導入している場合、夜勤を行う者の頭数で要件

に該当するか否かを判断するのではなく、夜勤帯に職員が勤務した延

べ時間から夜勤帯の時間を割るという方法で算出するのか。 
（答） 

そのとおり。 
 

（問１００）入退院や転棟を繰り返している場合の短期集中リハビリテーシ

ョン実施加算の算定はどうなるのか。 
（答） 

同一の老人保健施設や介護療養型医療施設に再入所（院）した場合、退所

（院）日から３ヶ月経過していなければ再算定できない。ただし、別の施設・

医療機関等に入所（院）した場合は、この限りではない。 
なお、 

① 短期集中リハビリテーション実施加算の算定途中に別の医療機関に入院

したため、退所（院）となった後に同一の施設に再入所した場合、再入所

時には、短期集中リハビリテーション実施加算を算定すべきだった３ヶ月

の残りの期間については、短期集中リハビリテーション実施加算を再算定
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することができる。 
② 短期集中リハ算定途中又は終了後３ヶ月に満たない期間に４週間以上の

入院後に同一の施設に再入所した場合であって、短期集中リハビリテーシ

ョンの必要性が認められる者に限り、短期集中リハビリテーション実施加

算を再度算定することができる。 
 
 

※ 各リハビリテーション関係サービスの加算に係る実施時間、内容等につい

ては、別紙１のとおり整理したところであるので、ご参照されたい。 

 




